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秋田県における大気中揮発性有機化合物（VOCs）の発生源特徴 

―平成 14 年度～18 年度のモニタリング調査結果の PMF 法解析から― 

 

斉藤勝美 

 

 

 揮発性有機化合物（VOCs）大気モニタリングデータの PMF（Positive Matrix Factorization）法によ

る発生源寄与解析を行った。その結果，VOCs の形成に寄与している発生源の影響の程度を定量的

に把握することができた。調査地点によって発生源の特徴は異なり，大館一般環境大気測定局の

VOCs は自動車排ガスの影響が 70%，“ヒト”の生活による影響が 20%と見積もられた。一方，同じ

一般環境大気測定局でも船川の場合は，自動車排ガスや“ヒト”の生活による影響がほとんどみられ

ないバックグラウンド地域の様相であった。自動車排出ガス測定局である横手は，まさに自動車排ガ

スの影響が 80%以上を占めていた。 

 

1. はじめに 

 平成 8 年 5 月の大気汚染防止法の一部改正に

伴い，地方公共団体は有害大気汚染物質による

大気汚染の把握に努めなければならないと定め

られた。これを受けて地方公共団体では，有害

大気汚染物質のモニタリング調査を実施してい

る。秋田県でも，有害大気汚染物質のうち優先

取組物質である揮発性有機化合物（VOCs）のモ

ニタリング調査を平成 9 年 10 月から開始した。

VOCs モニタリング調査の測定化合物は，当初

ジクロロメタン，ベンゼン，トリクロロエチレ

ン，テトラクロロエチレンなど 9 化合物であっ

たが，平成 10 年 4 月からは米国 EPA での VOCs
の分析法 TO-14A1)に定められている化合物も加

えた 44 化合物について毎月測定を行っている。 
 VOCs モニタリングデータは，環境基準が定

められているジクロロメタン，ベンゼン，トリ

クロロエチレン，テトラクロロエチレの 4 化合

物に対する基準適否の評価の他，VOCs の季節

変動，経年的な推移の把握に用いられている。

最近では，VOCs の対策効果や効率的な削減対

策を行うために，モニタリングデータと事業者

等の排出抑制対策のための「特定化学物質の環

境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に

関する法律」（PRTR 法）による排出量データ

との比較検討 2)や主成分分析法による VOCs の

特徴解析 3)がされている。しかしながら，発生

源寄与解析を行い，VOCs を形成している発生

源特徴の把握までは行われていない。そこで，

大気粒子や酸性降下物の発生源寄与解析 4, 5)に

使 用 さ れ て い る PMF （ Positive Matrix 
Factorization）法を用いて，VOCs モニタリング

データの時系列的な発生源寄与解析を行い，発

生源特徴の把握を試みた。ここでは，平成 14 年

度から 18 年度の VOCs モニタリング調査結果の

概況と PMF 法解析から得られた発生源寄与か

ら発生源の特徴を述べる。 
 
2. VOCs モニタリング調査結果の概要 

VOCs モニタリング調査の地点は図 1 に示し

た大館，男鹿及び横手の 3 ヶ所で，調査は毎月

1 回行われている。VOCs は高真空化したステン

レス製容器（キャニスター）に，加圧ポンプと

マスフローコントローラーを用いて 24 時間一

定流量で加圧採取し，その測定はキャニスター

GC/MS 法である。 
 平成 14 年度～18 年度の VOCs モニタリング

調査結果 6-10)を表 1 に示した。表 1 では，調査

地点 3 ヶ所での 44VOCs の測定値の変動幅が分

かるように測定値を濃度範囲（最小値～最大値）

で表した。CFC-12，CFC-114，クロロメタン，

CFC-11，CFC-113 及び四塩化炭素の 6 化合物は，

濃度範囲がそれほど大きくなく，月・年変動に

よる変化が少ないものとかんがえられる。これ

ら 6 化合物の濃度は人為的な汚染の影響が少な

いと考えられる白神山地における調査結果 11)と

同程度である。1,1-ジクロロエチレン，3-クロロ

-1-プロペン，1,1-ジクロロエタン，シス-1,2-ジ
クロロエチレン，シス-1,3-ジクロロプロペン，

トランス-1,3-ジクロロプロペン，1,2-ジブロモエ
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タン，1,1,2,2,-テトラクロロエタン，1,3-ジクロ

ロベンゼン，ベンジルクロライド及びヘキサク

ロロ-1,3-ブタジエンの 11 化合物は，不検出或い

は定量下限値以下の値となっている。上述した

化合物を除く，27 化合物の濃度範囲は数倍から

数十倍である。 
 
 

 

表 1 モニタリンク調査地点における VOCs 濃度 

（平成 14 年度～18 年度） 
 

Odate St. Funagawa St. Yokote St.
CFC-12 0.488 - 0.652 0.477 - 0.591 0.462 - 0.653
CFC-114 0.013 - 0.019 0.014 - 0.018 0.014 - 0.019
Chloromethane 0.433 - 0.640 0.426 - 0.659 0.399 - 0.664
Vinyl chloride ND - 0.020 ND - 0.021 ND - 0.013
1,3-Butadiene 0.009 - 0.215 <0.005 - 0.025 0.008 - 0.195
Bromomethane 0.007 - 0.029 0.007 - 0.423 0.007 - 0.026
Chloroethane <0.005 - 0.027 <0.005 - 0.020 <0.005 - 0.110
CFC-11 0.219 - 0.291 0.212 - 0.280 0.206 - 0.284
CFC-113 0.068 - 0.095 0.068 - 0.090 0.066 - 0.099
1,1-Dichloroethylene ND - 0.005 ND ND
3-Chloro-1-propene ND ND ND
Dichloromethane 0.039 - 0.599 0.039 - 0.203 0.040 - 0.333
Acrylonitrile <0.005 - 0.019 ND - 0.014 ND - 0.025
1,1-Dichloroethane ND - 0.002 ND - 0.002 ND - 0.002
cis-1,2-Dichloroethylene ND ND ND
Chloroform 0.010 - 0.053 0.010 - 0.141 0.010 - 0.029
1,1,1-Trichloroethane 0.013 - 0.037 0.013 - 0.035 0.013 - 0.037
Carbon tetrachloride 0.078 - 0.110 0.078 - 0.113 0.078 - 0.167
1,2-Dichloroethane 0.005 - 0.052 <0.005 - 0.029 0.003 -0.043
Benzene 0.08 - 0.84 0.09 - 0.42 0.14 - 0.85
Trichloroethylene <0.005 - 0.026 <0.005 - 0.025 <0.005 - 0.094
1,2-Dichloropropane ND - 0.030 ND - 0.014 ND - 0.016
cis-1,3-Dichloropropene ND - <0.001 ND - 0.005 ND - 0.005
Toluene 0.14 - 2.35 0.09 - 0.74 0.43 - 4.99
trans-1,3-Dichloropropen ND ND - 0.002 ND - <0.001
1,1,2-Trichloroethane ND - 0.043 ND - 0.001 ND - 0.002
Tetrachloroethylene 0.002 - 0.016 0.003 - 0.013 0.003 - 0.015
1,2-Dibromoethane ND ND - <0.001 ND
Chlorobenzene ND - 0.023 ND - 0.026 ND - 0.019
Ethylbenzene 0.031 - 0.467 0.009 -0.349 0.069 - 0.619
m/p-Xylene 0.05 - 1.24 0.01 - 0.35 0.08 - 1.11
o-Xylene 0.026 - 0.597 0.009 -0.149 0.038 - 0.454
Styrene <0.01 - 0.35 <0.01 - 0.02 <0.01 - 0.13
1,1,2,2-Tetrachloroethane ND - 0.006 ND - 0.006 ND - 0.008
4-Ethyltoluene 0.027 - 0.578 <0.005 - 0.689 0.034 - 0.606
1,3,5-Trimethylbenzene 0.008 - 0.153 0.001 - 0.244 0.010 - 0.210
1,2,4-Trimethylbenzene 0.028 - 0.580 0.004 - 1.081 0.030 - 0.730
1,3-Dichlorobenzene ND - 0.001 ND - 0.001 ND - <0.001
1,4-Dichlorobenzene 0.010 - 0.494 <0.005 - 0.150 <0.005 - 0.178
Benzyl chloride ND ND ND
1,2-Dichlorobenzene ND - 0.012 ND - 0.014 ND - 0.025
1,2,4-Trichlorobenzene ND - 0.005 ND - 0.004 ND - <0.005
Hexachloro-1,3-butadiene ND ND ND

Concentration (ppbv)Compound
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  図 1 VOCs モニタリング調査地点 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3. PMF 法解析に使用したデータ 

 解析に使用した VOCs モニタリングデータ

は，VOCs モニタリング調査を実施している大

館一般環境大気測定局，船川一般環境大気測定

局及び横手自動車排出ガス測定局において，毎

月測定された平成 14 年 4 月～平成 19 年 3 月の

5 ヶ年間の測定値である。解析の対象とした

VOCs は，月・年変動があまりみられない

CFC-12，CFC-114，クロロメタン，CFC-11，

CFC-113 及び四塩化炭素の 6 化合物と不検出或

いは定量下限値以下の値である 1,1-ジクロロエ

チレン，3-クロロ-1-プロペンなど 11 化合物を除

く，27 化合物である。 
 
4. PMF 法解析 

 PMF 法は因子負荷量と因子得点に非負（最

小二乗法での「拘束」条件）制約をかけた因

子分析法で，観測点での実測値から物理的に
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意味のある共通変動因子を抽出できること，

測定データの誤差を考慮できること，時系列

の解析ができること，などの利点を有してい

る。因子の抽出は最小二乗法を使い，  

Q = ((
11
∑∑
==

m

J

n

i
Xij −∑

=

p

k 1
Gik Fkj) / Sij) 2 

を最小にすることによって行われる。ここで，

i はサンプル数， j は成分（解析の対象とした

VOCs），k は各因子に対応する。  
 PMF 法解析では VOCs 測定値（Xij）とその

測定誤差（Sij），予測される因子数（p）を PMF
モデル（EPA PMF 1.1）12)に入力し，因子得点

（Gik）と因子負荷量（Fkj）を求めた。ここで

は，∑Fj=1 の条件を設定し，因子数 p は因子数

を 5～10 まで変化させて検討した結果，最適

な結果が得られた 5 とした。  
 
5. 結果及び考察 

5.1 PMF 法解析で得られた各因子の特徴 
 図 2 に，各因子に対する VOCs の因子負荷量

（寄与度合）を示した。因子 1 はベンゼンの因

子負荷量で 45%を占め，ジクロロメタンを加え

ると 60%である。ベンゼンは石油化学工業の基

礎的な物質であり，ジクロロメタンは金属機器

の洗浄剤として金属加工業で使用されているこ

とから，因子 1 は石油化学工業と金属加工業か

らの影響を示していると考えられる。因子 2 は

トルエン，エチルベンゼン，m/p-キシレン，4-
エチルトルエン，1,2,4-トリメチルベンゼンで

80%を占めている。これらはプラスチック製品

の塗装ブースから排出されている主体物質 13)で

あることから，因子 2 はプラスチック製品製造

工場或いは自動車修理工場からの影響を表して

いると考えられる。因子 3 はジクロロメタン，

ベンゼン，トルエン，1,4-ジクロロベンゼンで

60%となっている。ジクロロメタン，ベンゼン，

トルエンは溶剤であり，1,4-ジクロロベンゼンは

防虫剤，消臭剤の原料である。因子 3 は“ヒト

“の生活に起因していると推察される。因子 4
はトルエンと m/p-キシレンで 70%を占めてい

る。これらは自動車排ガスに含まれており，し

かもトルエンはガソリンの添加剤になっている

ことから，自動車排ガスの影響，特にガソリン

エンジン車からのものを示していると考えられ

る。因子 5 はトルエンで 40%を占め，ベンゼン

を加えると 60%である。因子 5 も自動車排ガス

の影響をみせていると思われる。 
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図 2 各因子に対する VOCs の因子負荷量（寄与度合） 

 
 
5.2 因子濃度の時経列変化 

 図 3 に，因子 1～5 の因子得点から求めた因子

寄与濃度の合計と VOCs 測定値の合計を示し

た。図 3 では，凡例の Odate St. A，Funagawa St. 
A，Yokote St. A は，それぞれの調査地点での

VOCs 測定値の合計（Analysis contribution）を示

す。Odate St. F，Funagawa St. F，Yokote St. F は，

因子寄与濃度の合計（Factor contribution）を表

している。 
 大館と船川の一般環境大気測定局では，因子

寄与濃度と測定値は一致している。横手自動車

排出ガス測定局は，因子寄与濃度が測定値より
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 図 4 では，横手自動車排出ガス測定局は，一

般環境大気測定局に比べて数倍高い濃度を示

し，時系列変化に規則性はみられない。一方，

図 5 は，横手自動車排出ガス測定局よりも大館

一般環境大気測定局が高く，晩秋から冬季に因

子寄与濃度が高くなる傾向がみられる。これは，

北国特有の降雪と積雪による自動車走行の低速

化及び渋滞に起因している可能性が考えられ

る。 

も低いところが数か所みられるものの，全体的

にみれば因子寄与濃度は測定値とほほ一致して

いる。したがって，因子 1～5 で VOCs 測定値を

説明できていると考えられる。 
 図 4 に，合計の因子寄与濃度の半分以上を占

め，自動車排ガスの影響を表している因子 4 の

時系列変化を示した。また図 5 には因子 4 と同

じく自動車排ガスの影響をみせている因子 5 の

時系列変化を示した。因子 4 と因子 5 で，合計

の因子寄与濃度の 80%以上を占める。 
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図 3 因子 1～5 の因子寄与濃度合計値と測定値の比較（A は測定値；F は因子寄与濃度合計値）
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図 4 因子 4 の因子寄与濃度 
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 図 5 因子 5 の因子寄与濃度 
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5.3 VOCs の発生源特徴 
 図 6 は，各調査地点における因子 1～5 の因子

寄与濃度を区別して積算したものである。因子

寄与濃度の特徴は各調査地点で大きく異なって

はいるが，因子 1 の因子寄与濃度は調査地点に

よる違いはなく，時経列変化もみえない。この

因子 1 の VOCs は，大気中の VOCs のベースに

なっていると考えられる。調査地点によって大

きく違いをみせているのは，因子 3～5 の因子寄

与濃度である。因子 3 と因子 5 は大館一般環境

大気測定局，因子 4 は横手自動車排出ガス測定

局が他の調査地点に比べて際立って高い。 

 VOCs の発生源特徴としては，大館一般環境

大気測定局の場合には，“ヒト”の生活と自動

車排ガスによって大部分の VOCs は形成されて

いると考えられる。船川一般環境大気測定局は，

“ヒト”の生活，自動車排ガスの影響がほとん

どなく，まさにバックグラウンド地域の様相を

呈している。これは，船川一般環境大気測定局

が海に面する高台に位置していることによると

推察される。横手自動車排出ガス測定局は，ま

さに自動車排ガスによって大部分の VOCs が形

成されている。 
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図 6 各調査地点における各因子の因子寄与濃度 
 

 - 87 -



秋田県健康環境センター年報 第3 号 2007 

 4) G. Kurtis et al.: Analysis of air quality data 
using positive matrix factorization, Environ. Sci. 
Technol., 33, 1999, 635-641. 

6. まとめ 

 VOCs 大気モニタリングデータの PMF 法に

よる発生源寄与解析を行った。その結果，

VOCs の形成に寄与している発生源の影響の

程度を定量的に把握することができた。調査

地点によって発生源の特徴は異なり，大館一般

環境大気測定局の VOCs は自動車排ガスの影響

が 70%，“ヒト”の生活による影響が 20%と見

積もられた。一方，同じ一般環境大気測定局で

も船川の場合は，自動車排ガスや“ヒト”の生

活による影響がほとんどみられないバックグラ

ウンド地域の様相であった。自動車排出ガス測

定局である横手は，まさに自動車排ガスの影響

が 80%以上を占めた。 
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PMF（Positive Matrix Factorization）による分
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ータの解析（1）方法，第 48 回大気環境学会

年会講演要旨集，2007，pp. 335. 
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度大気中揮発性有機化合物（VOCs）モニタ

リング調査，秋田県環境センター年報，31，
2003，26-28. 

 VOCs モニタリングデータは，経時変化，地

域差，発生源の寄与度合など様々な情報を含

んでいるにもかかわらず，環境基準の適否や

季節変動，経年的な推移の把握に用いられて

いる程度である。モニタリングデータは有用

な情報であり，データの収集には時間と多額
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